吸収分割契約書
　《分割会社商号》（《分割会社本店所在地》、以下「甲」という。）と《承継会社商号》（《承継会社本店所在地》、以下「乙」という。）とは、甲がその事業に関して有する権利義務の一部を乙が承継する吸収分割に関し、以下のとおり本吸収分割契約（以下「本件分割契約」という。）を締結する。

第１条（吸収分割）

甲は、本件分割契約の定めるところに従い、●●●●事業（以下「本件対象事業」という。）に関して有する権利義務を乙に承継させ、乙は、これを承継する（以下｢本件会社分割｣という。）。
第２条（商号・住所）
本件会社分割の吸収分割会社である甲及び吸収分割承継会社である乙の商号及び住所は、それぞれ以下のとおりである
(1)　甲
商号　《分割会社商号》
（なお、効力発生日（第６条において定める。以下同じ。）に、商号を《分割会社新商号》へ変更する予定である。）
住所　《分割会社本店所在地》
(2)　乙
商号　《承継会社商号》
住所　《承継会社本店所在地》
2. 　甲は、効力発生日にその商号を変更する場合には、法令並びに甲の定款及び内部規則に基づき必要とされる承認その他の手続きを経るものとする。
第３条（承継する権利義務）
乙は、本件会社分割の効力発生日をもって、甲から、別紙｢承継する資産・負債、権利・義務の明細｣に記載の、本件対象事業に関する資産、債務、雇用契約その他の権利義務及び契約上の地位を承継する。ただし、不法行為によって生じた債務は承継されないものとする。
第４条（分割対価の交付）

乙は本件会社分割に際し、普通株式《新株発行数》株を発行し、乙が前条に基づき承継する権利義務及び契約上の地位の対価として、その全てを甲に交付する。
第５条（承継会社の資本金・準備金）

乙の、本件会社分割の効力発生日における資本金額及び準備金額の増加額は、それぞれ以下に定めるとおりとする。
(1)　資本金　　　　金《増加資本金の額》円
(2)　資本準備金　　金《増加資本準備金の額》円
第６条（効力発生日）
本件会社分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、《効力発生日》とする。
第７条（分割承認決議）
甲及び乙は、効力発生日までに、それぞれ本件分割契約の承認及び本件会社分割に必要な事項に関する機関決定を行うものとする。
第８条（会社財産の管理等）

本件分割契約締結後、効力発生日まで、甲は善良なる管理者の注意をもって本件対象事業にかかる業務の執行及び財産の管理をし、また乙は善良なる管理者の注意をもってその業務の執行及び財産の管理をするものとし、それぞれ本件分割契約に重大な影響を及ぼす事項を行おうとするときは、あらかじめ両社協議するものとする。
第９条（本件分割契約の変更）

本件分割契約締結の日から効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、本件対象事業又は本件対象事業に関する資産、債務、雇用契約その他の権利義務及び契約上の地位に重大な変動が生じたときは、甲及び乙は協議の上、本件分割契約に定める分割の条件を変更し、又は本件分割契約を解除することができる。
第10条（本件分割契約の効力）

本件分割契約は、第７条に定める甲及び乙の適法な機関決定並びに法令に基づき要求される監督官庁等の承認を得られないときは、その効力を失う。
第11条（本件分割契約に定めの無い事項）

本件分割契約に定める事項の他、本件会社分割に関し必要な事項は、本件分割契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議の上定める。
　本件分割契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

《契約締結日》
（甲）《分割会社本店所在地》
《分割会社商号》
代表取締役　　《分割会社代取》
（乙）《承継会社本店所在地》
《承継会社商号》
代表取締役　　《承継会社代取》
（以下、別紙「承継する資産・負債、権利・義務の明細」）
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